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建設事業者の合併等に対する特例措置の概要 

 

１ 目的 

  建設事業者の合併等による経営基盤及び技術力の強化等への取組みを支援し、建設産業の再編

等構造改革を促進することを目的とする。 

 

２ 対象 

 (1) 合併会社等（吸収合併、新設合併、営業譲渡、会社分割承継） 

 (2) 協業組合 

 (3) 事業協同組合 

 (4) (1)(2)については、市内企業で入札参加資格を引き続き５年以上有する者によるものに限

る。 

 (5) (3)については、市内企業によるものに限る。 

 

３ 支援内容 

 (1)合併等会社 

項  目 内  容 要  件 

格付における優遇 

（格 付 業 種を 対

象） 

①合併後３年未満 

 合併後の総合点数に１５％加算 

②合併後３年～５年 

合併後の総合点数に１０％加算 

③昇級は１等級上位まで 

当事会社が同一業種で同一等級又

は直近の等級であること。 

指名における優遇 

（全業種を対象） 

合併後５年間、特例措置を適用 

①格付業種 

 合併存続会社の等級以外に次の

条件により指名 

 ・消滅会社又は直近下位の等級 

②格付のない業種 

 当事会社の工事実績等 

 

 (2)協業組合（中小企業団体の組織に関する法律に基づく組合） 

項  目 内  容 要  件 

格付における優遇 

（格付業種を対象） 

①設立後５年間 

 組合の総合点数に１０％加算 

②昇級は、最上位等級の組合員の１

等級上位まで 

組合員のうち、同一業種の上位２者

が同一又は直近の等級であること。 

指名における優遇 

（格付業種を対象） 

①設立後５年間は、組合の等級以外

に直近下位の等級でも指名 

 

(3)事業協同組合（中小企業等協同組合法に基づく組合） 

項  目 内  容 要  件 

格付における優遇 

（格付業種を対象） 

①組合の総合点数の算出方法 

・組合の経営事項審査の総合評定

値に、組合及び組合員の平均値を

加算 

中小企業庁から官公需適格組合の

証明を受けていること。 

 

４ 施行時期 
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平成１７年８月１日（施行日以降の合併等及び協業組合、事業協同組合の設立に適用する。） 
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（１）合併等 

≪吸収合併≫                   ≪新設合併≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪営業譲渡≫                  ≪会社分割承継≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）協業組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業協同組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社 Ｂ社 Ｂ社 Ａ社 

・Ａ社がＢ社を吸収 

・Ｂ社は消滅 

合併による新しい等級 

Ｂ社の有していた等級又は合併によ

る新しい等級の直近下位の等級 

・Ａ､Ｂ合併し、Ｃ社を新設 

・Ｃ社の本社は元Ａ社 

・Ａ､Ｂ社は消滅 

合併による新しい等級 

Ｂ社の有していた等級又は合併によ

る新しい等級の直近下位の等級 

Ｃ社 

Ａ社 Ｂ 社 

・Ｂ社はＡ社へ建設業の営業の全て

を譲渡（Ｂ社は建設業を廃業） 

・Ａ社はＢ社へ対価を支払う 

譲渡による新しい等級 

Ｂ社の有していた等級又は譲渡によ

る新しい等級の直近下位の等級 

Ａ社 Ｂ 社 

・Ａ社はＢ社の建設業の営業を全て

承継（Ｂ社は建設業を廃業） 

・Ａ社は新株をＢ社へ割り当て 

承継による新しい等級 

Ｂ社の有していた等級又は承継によ

る新しい等級の直近下位の等級 

協業組合 

Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ａ社 

・４社以上で設立。設立後は組合としてのみ営業できる。 

・協業組合として経審を受審し、格付を行う。 

協業組合 

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

・４社以上で設立。設立後は組合、単体の両方で営業できる。 

・事業協同組合として経審を受審し、格付を行う。 
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特例措置の事例 

 

（１）合併等 

合併会社の等級 新格付 総合点数の加点 指名の特例措置 

Ｂ＋Ｂ Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ｃ＋Ｃ Ｂ 有 Ｂ・Ｃ 

Ａ＋Ａ Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ｂ＋Ｂ Ｂ 有 Ｂ・Ｃ 

Ａ＋ＢでＡが存続 Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ｂ＋ＣでＢが存続 Ｂ 有 Ｂ・Ｃ 

Ｂ＋ＣでＢが存続 Ａ 有 Ａ・Ｃ 

Ｂ＋ＤでＢが存続 Ｂ 無 Ｂ・Ｄ 

Ａ＋ＢでＢが存続 Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ａ＋ＣでＣが存続 Ａ 無 Ａ・Ｃ 

Ｂ＋ＣでＣが存続 Ａ 無 Ａ・Ｃ 

Ｂ＋ＥでＥが存続 Ｂ 無 Ｂ・Ｅ 

Ａ＋Ｂ＋ＣでＡが存続 Ａ 有 Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ａ＋Ｂ＋ＣでＢが存続 Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ａ＋格付なし Ａ 無 Ａ 

Ｄ＋格付なし Ｃ 無 Ｃ 

格付なし＋格付なし Ｅ 無 Ｅ 

（注）熊本県の指名の特例措置は、消滅又は廃業する会社を営業所とする場合に限る。 

 

 

（２）協業組合 

協業組合の等級 新格付 総合点数の加点 指名の特例措置 

Ｂ＋Ｂ＋Ｂ＋Ｂ Ｂ 有 Ｂ・Ｃ 

Ｂ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｃ Ｂ 有 Ｂ・Ｃ 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｃ Ａ 有 Ａ・Ｂ 

Ａ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ａ 無 Ａ・Ｂ 

Ｂ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｅ Ｂ 無 Ｂ・Ｃ 

 


